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最 近 の県 内 経 済 情 勢 

― 令和５年 11 月分 ― 

（令和５年１０月の指標を中心として） 

 

令 和 ５ 年 1 2 月 

愛媛県産業政策課 

１ 経済概況 
 

一部で弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち直している。 

前回との比較  

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○雇用・所得                                 

雇用情勢は、求人が求職を上回って推移しているものの、改善の動きが

弱まっている。今後も物価上昇等が雇用に与える影響に注意する必要

がある。 

                     前回との比較  

 雇用者所得は概ね横ばい圏内の動きとなっている。  前回との比較  
【有効求人倍率】 １．３３倍と３か月ぶりに前月を下回り、８か月連続で前年を下回る。 
【正社員有効求人倍率】 １．２０倍と、４か月連続で前年を下回る。 
【現金給与総額】 名目では前年比０．６％増、４か月連続で前年を上回る。 

○生産活動                                   

このところ弱い動きとなっている。 

                             前回との比較  

【鉱工業生産指数】 前年同月比（原指数）５．０％上昇、１０か月ぶりに前年を下回る。 
             汎用・生産用機械、輸送機械、電気機械等の業種で前年を上回る。 

窯業・土石製品、非鉄金属、鉄鋼等の業種で前年を下回る。 

○個人消費                                  

全体としては緩やかに持ち直している。 

前回との比較   

【百貨店・スーパー販売額】 前年同月比１．９％減、２か月連続で前年を下回る。 
【専門量販店販売額】 ドラッグストアは２8 か月連続で前年を上回る。 

家電大型専門店、ホームセンターともに３か月連続で前年を下回る。 
【コンビニエンスストア販売額】２３か月連続で前年を上回る。 
【新車販売台数】 軽乗用車は３か月連続で前年を上回り、普通乗用車は１０か月連続で前年を上回る。 
 
 

○住宅・公共工事                              

住宅着工は弱めの動きがみられる。              前回との比較  

公共工事は持ち直しつつある。                   前回との比較   

【新設住宅着工戸数】 前年同月比１３．２％増加、３か月ぶりに前年を上回る。 
【公共工事】 請負金額の前年同月比は３１．８％増加、３か月連続で前年を上回る。 
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２ 主要経済指標の動き 

 

（１） 個人消費   百貨店・スーパー販売額１．９％減  家電大型専門店販売額１４．０％減 

ドラッグストア販売額１２．２％増  ホームセンター販売額５．６％減 

コンビニエンスストア販売額１．２％増 

乗用車新車新規登録台数１３．８％増  軽乗用車新車届出台数１７．１％増 

 

５年１０月の県内の百貨店・スーパーの販売額は、１７８

億２，４９２万円で前年同月１．９％減少となり、２か月連続で

前年を下回った。既存店ベースは同１．２％減少となり、１６

か月ぶりに前年を下回った。 

品目別（全店ベース）では、前年を上回ったものは、「食

堂・喫茶（３．６％）」、「飲食料品（０．４％）」となっており、下

回ったものは、「家庭用電気機械器具（△２１．４％）」、「家

具（△２０．０％）」、「身の回り品（△１６．５％）」などとなって

いる。 

 

５年１０月の専門量販店販売額は、家電大型専門店で

は、２３億５，１００万円で前年同月比１４．０％減少し、３か月

連続で前年を下回り、ドラッグストアでは、９７億７，５００万円

で同１２．２％増加し、２８か月連続で前年を上回り、ホー

ムセンターでは、２９億６，７００万円で同５．６％減少し、３か

月連続で前年を下回った。 

また、５年１０月のコンビニエンスストアの販売額は、９０億

２，０００万円で同１．２％増加し、２３か月連続で前年を上回

った。 

 

５年１０月の乗用車新車新規登録台数は、前年同月比

で、普通車は２３．０％、小型車は０．８％増加した。全体

（１，９６６台）では１３．８％増加し、前年を１０か月連続で上

回った。 

また、軽乗用車新車届出台数（１，５４３台）は、前年同月

比１７．１％増加し、３か月連続で前年を上回った。 

なお、普通車・小型車・軽乗用車を合わせた新規登録・

届出台数合計（３，５０９台）は、前年同月比１５．２％増加し

た。  
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  （２） 住宅・公共工事  住宅着工戸数 １３．２％増 

公共工事請負件数（単月）６．８％増  請負金額（単月）３１．８％増 

 

  

５年１０月の新設住宅着工戸数は７１３戸で前年同月比

１３．２％増加し、３か月ぶりに前年を上回った。 

着工戸数を利用関係別にみると、｢持家｣は２２９戸で前

年同月比２２．４％減少、｢貸家｣は３３０戸で同４５．４％増

加、「分譲住宅」は１４１戸で同４５．４％増加などとなってい

る。 

なお、住宅着工床面積は５２千㎡で前年同月比０．９％

増加した。 

 

    

５年１１月の公共工事（前払保証取扱分）は、請負件数

が３６０件で前年同月比６．８％増加し、３か月連続で前年

を上回り、請負金額は１０９億９，７００万円で３１．８％増加

し、３か月連続で前年を上回った。 

 

 

請負金額を主な発注者別に前年同月比でみると、｢国｣

では、中四国農政局で減少したことから１１．４％減少、

｢県｣では、土木部で増加したことから４６．８％増加、｢市

町｣では、松前町、八幡浜市、砥部町などで減少したもの

の、愛南町、西予市、東温市などで増加したことから１５．

０％増加となっている。 
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（３） 輸出入    輸出額   １０．９％減   輸入額   ３４．０％減 

 

県内３税関支署管内（新居浜港、三島港、今治港、

松山港、宇和島港、松山空港）の５年１０月の 

輸出額（速報値）は、６５７億４，２００万円で前年同月

と比べて１０．９％減少した。 

主な品目別にみると、前年を上回ったものは、「一般

機械（１４０％）」、「電気機器（４．３％）」などとなってお

り、下回ったものは、「食料品（△５３．８％）」、「原料品

（△４９．８％）」、「原料別製品（△２８．８％）」、「輸送用

機器（△２７．２％）」などとなっている。なお、地域別では

北米、西欧、中東欧・ロシア等などで前年を上回り、ア

ジア、中南米、アフリカなどで前年を下回っている。 

また、輸入額（速報値）は１，０５７億２，３００万円で、前年同月と比べて３４．０％減少した。 

主な品目別にみて、前年を上回ったものは、「電気機器（３８．９％）」、「輸送用機器（１．８％）」、

「鉱物性燃料（１．６％）」となっており、下回ったものは、「原料品（△６６．７％）」、「化学製品（△４９．

６％）」、「その他（△４６．８％）」、「一般機械（△２３．３％）」などとなっている。なお、地域別では中東、

アフリカ、中東欧・ロシア等で前年を上回り、北米、中南米、アジアなどで前年を下回っている。 

 

（４） 生  産    鉱工業生産指数  ９９．５（季節調整済・速報値） 

前月比 ５．９％上昇  前年同月比 ５．０％上昇 

 

５年１０月の鉱工業生産指数は、９９．５（季節調

整済･速報値、平成２７年＝１００）となり、前月比（季

節調整済）５．９％上昇した。前年同月比（原指数）

では５．０％上昇した。 

業種別で前年同月に比べ上昇したものは、「汎

用・生産用機械（４８．８％）」、「輸送機械（４３．

８％）」、「電気機械（２．５％）」、「その他（２．２％）」、

「プラスチック製品（２．１％）」であり、低下したもの

は、「窯業・土石製品（△１８．０％）」、「非鉄金属（△

１４．１％）」、「鉄鋼（△１３．０％）」、「食料品（△１０．

８％）」、「パルプ・紙・紙加工品（△１０．１％）」、「繊維（△４．２％）」、「石油・石炭製品（△２．８％）」、

「化学（△２．１％）」、「金属製品（△１．３％）」となった。 
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（５） 雇用・所得  有効求人倍率（季節調整値） １．３３倍  常用労働者数 ０．９％増 

所定外労働時間（製造業）８．５％減  現金給与総額（名目） ０．６％増 

 

５年１１月の有効求人倍率は、季節調整値

が、１．３３倍で、１２２か月連続で１倍を超え、

前月比は０．０４ポイント低下した。原数値は１．４

１倍で、前年同月比で０．１４ポイント低下した。 

職業安定所別の有効求人倍率（原数値）をみ

ると、大洲：１．７３倍、新居浜：１．７２倍、宇和

島：１．６３倍、八幡浜：１．６１倍、今治：１．５１

倍、西条：１．３７倍、四国中央：１．３７倍、松山：

１．３０倍、となっている。 

また、正社員有効求人倍率（原数値）は１．２

０倍で、前年同月比０．０４ポイント低下し、４か月

連続で前年を下回った。なお、新規求人数は前

年同月比８．２％減少し、６か月連続で前年を下回った。 

 

 

５年１０月末の推計常用労働者数（事業

所規模５人以上）は、４６万６，２３６人で、前

年同月比０．９％増加した。 

５年１０月の所定外労働時間（事業所規

模５人以上）は、製造業が１０．８時間で、前

年同月比８．５％減少し、１９か月連続で前

年を下回った。産業全体では１０．４時間で、

同４．０％増加となった。 

５年１０月の常用労働者１人平均月間現

金給与総額（事業所規模５人以上）は、２４

万８，１９１円となり、前年同月比で名目では

０．６％増加し、４か月連続で前年を上回り、

実質では同３．９％減少し、３か月連続で前年を下回った。また、きまって支給する給与（定期給

与）は、２４万４，６５８円で、名目で前年同月比１．９％増加した。 
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（６） 企業倒産       倒産件数  ７件    負債総額  ８億８，４００万円 

  

５年１１月の企業倒産（負債額１千万円以上）は、発生

件数が７件、負債総額８億８，４００万円となり、前月比で

は、件数は同数、負債総額１７６億４００万円減少した。ま

た、前年同月比では、件数は６件増加、負債総額は７億

６，７００万円増加した。 

地域別では、松山市、伊予郡で各２件、今治市、新居

浜市、伊予市でそれぞれ１件発生し、業種別では足場・

解体工事、建築・リフォーム工事、産業廃棄物収集・処

理・リサイクルなどとなっており、原因別では、販売不振で

３件、放漫経営、既往のシワ寄せが各２件となっている。 

なお、令和４年４月～令和５年３月の企業倒産（負債額１千万円以上、内整理を含む）は、発生件

数が３７件、負債総額が４８億７，０００万円となり、前年度比では、件数は６件減少、負債総額は９１億

５，３００万円減少した。 

 

（７） 物価    消費者物価指数  前月比 ０．９％上昇  前年同月比 ３．９％上昇 

  

５年１０月の松山市の消費者物価は、総合指数は１０６．

７（令和２年＝１００）となり、前月比は０．９％上昇、前年同

月比は３．９％上昇となっている。 

費目別にみると、前月比では、「光熱・水道（７．８％）」、

「家具・家事用品（３．１％）」、「食料（０．７％）」などが上昇

し、「交通・通信（△０．１％）」が下落している。 

また、前年同月比では、「家具・家事用品（１０．７％）」、

「食料（８．３％）」、「被服及び履物（５．５％）」などが上昇

し、「光熱・水道（△２．５％）」が下落している。 

なお、松山市の生鮮食品を除く総合指数は、１０５．９

（令和２年＝１００）となり、前月比で０．８％上昇、前年同月比では３．５％上昇している。 
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３ 業種別産業事情 

  （１） 化  学 

～ 全体としてやや操業度を下げている。 

自動車関連では、やや操業度を下げている。 ～ 

 

自動車関連では、半導体不足の影響による生産台数の制約に起因して、生産量が減少して

いる。 

     電子材料関連は、中国の景況悪化などがあり需要が回復していない。 

 

（２） 非鉄金属、鉄鋼 

～ 電気銅、電気ニッケルともに一定の操業度を維持。～ 

 

電気銅及び電気ニッケルの需要は若干の供給過剰で推移し、一定の操業度を維持している。 

 

（３） 一般機械 

～ 自動車関連は一定の操業度を維持。 

産業機械は、操業度を維持している。 ～ 

 

自動車関連は、一定の操業度を維持している。 

産業機械は、半導体市場が引き続き活況、医療機器、鍛造プレス機等も好調で一定の操業

度を維持している。 

 

（４） 電気機械、電子部品 

～ 半導体関連は、引き続き需要が堅調となっており、操業度を上げている。 

      計測機器では、需要が上向きとなっており、一定の操業を維持している。～ 

 

半導体関連では、航空機向け部品が好調に推移し、操業度を上げている。 

計測機器では、新製品の影響等で需要が上向きとなっており、一定の操業度を維持している。 

 

（５） 鉄  工 

～ 新居浜地域・西条地域の中小鉄工は、やや操業度を下げている。 ～    

 

中小鉄工は、新居浜地域・西条地域では、受注の減少などにより、やや操業度を下げている。 

鉄工は、製造業分野、造船・産業機械分野、建築分野等において厳しい状況にあり、やや操

業度を下げている。 

 

 

（６） 製紙、紙加工 

～ 衛生紙は、一定の操業度を維持。 

出版印刷用紙や新聞広告は、やや操業度を下げている。 ～ 
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衛生紙は、物価高騰による買い控えがあるものの、業務用の販売量が増加しており、一定の

操業度を維持している。 

出版印刷用紙や新聞広告は、グラフィック紙需要の減少や、物価上昇に伴う購買意欲低下

の影響で、やや操業度を下げている。 

 

（７） 造  船 

～ 大手造船所、小規模造船所ともに、一定の操業度を維持。 ～ 
       

外航船主体の大手造船所では、一定の操業度を維持しているものの、資材価格、エネルギ

ー価格、外注費、人件費で厳しい状況となっている。。 

内航船主体の小規模造船所では、近海貨物船の引き合いはあるものの、資材価格高騰の影

響を受けている。 

外航船、内航船ともにカーボンニュートラル実現に向けた動きによる代替燃料船の需要が高

まっている。 

 

（８） 繊  維 

ア 化繊・合繊 

～ 産業資材向け・生活資材向けともに引き続き低調な動き。～ 
 

 産業資材用途は自動車向け、生活資材用途ともに低調となっている。 

 中国の景気後退などにより輸出も低調となっている。 

 

イ タオル、繊維染色・捺染 

～ タオルは、操業度は引き続き低調。 

繊維染色はやや低調。 ～ 
 

タオルは、価格転嫁等による受注減、周辺加工業のキャパシティ不足等の影響により、

操業度を下げている。 

繊維染色は、各種イベントの再開や旅行用業務タオル、冠婚葬祭用等ギフトタオルの需

要が増加しているが、海外製品の増加やコスト高による利益率の低下が懸念される。 

 

ウ 縫  製 

～ 縫製は、一定の操業度を維持している。 ～ 
 

縫製は、原材料価格の影響はあるものの、一定の操業度を維持している。 

 

（９） 陶磁器・瓦 

～ 陶磁器はやや操業度を下げている。 

       瓦はやや操業度を下げている。～ 
   

陶磁器は、イベント以外は低調な動きで、操業度をやや下げている。 

瓦は、需要の低下で、やや操業度を下げている。 
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（１０） 食品加工 

～ 全般的に横ばい傾向にあるが、一部の品目は厳しい状況となっている。～ 
    

全般的に需要は回復傾向にあるが、コスト増に伴う値上げの影響もあり横ばい傾向。一部の

品目では大手参入による価格競争もあり厳しい状況にある。 

 

（１１） 運  輸 

～ 海運市況はやや弱い動き。内航船は一定の需要はあるものの、経営は厳しい状況。 

陸運関係は需要は高まっているが、燃料価格の高騰などの影響が懸念されている。～ 

 

外航船は、燃料価格船用品などの経費の増加の影響等により、弱い動きとなっている。 

内航船は、一定の需要はあるものの、船員費や諸経費の上昇や荷動きの鈍化により、経営は

厳しい状況にある。また船員不足により、受注が限られる傾向もある。 

陸運関係では、需要は回復傾向にあるものの、燃料価格の高騰による経営悪化や人手不足

の深刻化が懸念されている。 
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〇「日銀短観（日本銀行松山支店）」 令和５年 1２月１３日 から 

〔業況判断〕                                              （「良い」-「悪い」 ％ポイント） 

 ４年 
１２月 

５年 
  ３月 

５年 
   ６月 

５年 
 ９月 

５年 
 12 月 

先行き 
６年３月まで 

全 産 業 ▲２ ０ １１ ８ ５ １ 
 製 造 業  ▲７ ▲７ ９ ２ ２ ▲１ 

非製造業 １ ５ １２ １１ ７ ３ 
     （注）回答企業数１３９社（製造業５５社・非製造業８４社）  

   

 
〔経常利益〕                                                  （前年度比  ％） 

 ４ 年 度 
実  績 

５ 年 度 
計  画 

 
上  期 下  期 

全 産 業 ▲６１．９ １８．０ １２．２ ２５．３ 
 製 造 業  ▲７１．８ ３４．５ １２．２ ８６．３ 
非製造業 ▲１６．２ ▲７．８ １２．３ ▲１８．３ 

     （注）回答企業数１３９社（製造業５５社・非製造業８４社） 
    

 
〔設備投資額〕                                      （前年度比  ％） 

 ３ 年 度 
実  績 

４ 年 度 
実 績 

５ 年 度 
計 画 

全 産 業 ▲２３．９ ▲１３．８ ３．４ 
 製 造 業  ▲１３．０ ▲２２．６ ７．３ 
非製造業 ▲４５．３ １３．６ ▲４．７ 

     （注）回答企業数１３９社（製造業５５社・非製造業８４社） 
県内企業による県内外での設備投資を対象  

 

 
〇「月例経済報告（内閣府）」 令和５年１２月１９日から 

 
（我が国経済の基調判断） 

 
景気は、このところ一部に足踏みもみられるが、緩やかに回復している。 

 

○個人消費は、持ち直している。 

○設備投資は、持ち直しに足踏みがみられる。 

○輸出は、このところ持ち直しの動きがみられる。 

○生産は、持ち直しの兆しがみられる。 

○企業収益は、総じてみれば改善している。 

○雇用情勢は、改善の動きがみられる。 

○消費者物価は、このところ上昇テンポが緩やかになっている。 

 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やか

な回復が続くことが期待される。ただし、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先

行き懸念など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、

物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要

がある。 
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既存店 既存店

（千万円） （％） （％） （千万円） （％） （％） （％） （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）

20,708 ▲ 0.6 ▲ 0.1 51,053 0.6 ▲ 0.9 0.0 38,018 1.8 84,992 7.1 35,390 ▲ 0.4 102,260 1.5

20,571 ▲ 0.7 ▲ 2.3 50,923 ▲ 0.3 ▲ 2.4 ▲ 1.1 38,412 1.0 89,639 5.5 34,345 ▲ 3.0 103,211 0.9

20,662 ▲ 2.2 ▲ 4.1 54,500 ▲ 1.7 ▲ 3.4 ▲ 5.4 40,279 4.9 96,439 7.6 37,423 9.0 98,620 ▲ 4.4

20,446 ▲ 1.6 ▲ 2.2 54,154 ▲ 2.2 ▲ 0.9 0.9 39,215 ▲ 2.6 97,864 1.5 38,892 3.9 99,164 0.6

20,858 2.0 1.6 55,065 1.8 1.1 3.8 38,683 ▲ 1.4 104,720 7.0 37,417 ▲ 3.8 103,198 4.1

1,818 3.1 3.1 4,678 2.9 2.3 4.9 2,733 ▲ 0.0 8,713 4.5 3,144 ▲ 2.8 8,910 7.0

1,751 0.3 0.3 4,575 0.8 0.3 3.0 2,832 ▲ 3.2 8,514 9.6 2,901 ▲ 6.3 8,568 6.3

2,214 0.6 0.6 5,854 2.4 2.0 4.1 4,074 2.5 10,052 11.1 3,742 ▲ 2.4 9,308 3.8

1,791 3.9 4.3 4,719 4.1 3.6 5.9 3,309 ▲ 4.2 8,701 7.5 2,646 ▲ 6.9 8,541 4.0

1,512 2.4 3.6 4,074 3.3 3.2 5.2 2,841 ▲ 3.0 7,932 4.3 2,551 ▲ 4.2 7,906 6.5

1,732 0.4 1.7 4,587 1.6 1.8 3.6 3,535 ▲ 8.4 9,227 6.0 3,095 ▲ 0.5 8,955 5.7

1,660 1.3 2.6 4,429 2.8 3.0 5.2 2,536 ▲ 8.1 9,170 9.5 3,358 ▲ 2.2 8,717 4.7

1,728 0.5 1.8 4,621 1.4 1.8 3.7 2,652 ▲ 9.9 9,191 6.5 3,315 ▲ 5.0 8,988 5.0

1,677 ▲ 0.7 0.5 4,459 0.8 1.2 4.3 2,885 ▲ 15.3 9,438 9.0 2,953 ▲ 5.7 8,673 1.5

1,846 3.3 4.0 4,892 4.0 3.9 5.9 3,749 5.4 10,302 11.2 3,229 2.6 9,353 2.5

1,735 1.9 2.7 4,775 3.3 3.2 6.5 2,962 ▲ 3.6 10,006 5.1 2,885 ▲ 4.1 9,519 3.4

1,615 ▲ 0.0 0.8 4,410 1.5 1.4 4.8 2,856 ▲ 6.8 9,399 9.4 2,728 ▲ 2.7 8,776 2.7

1,782 ▲ 1.9 ▲ 1.2 4,726 1.0 0.9 4.0 2,351 ▲ 14.0 9,775 12.2 2,967 ▲ 5.6 9,020 1.2

※ Ｐは速報値、Ｒは確報値。

※ 単位未満は四捨五入。前年同期比は、一部補正を行い計算しているため、必ずしも表中の前年販売額との比較にはなっていない。

※ 前年同月比（既存店）とは、調査月において、当月と前年同月でともに継続して存在する店舗での伸び率である。

※ この公表数値は翌年の年間補正により修正される場合がある。

○ 資料出所：四国経済産業局、経済産業省

四 国 全 国

前年比 前年比

（％） （％） （％） （％） （％） （台） （％）

▲ 1.9 4.5 ▲ 8.1 ▲ 2.0 ▲ 1.6 20,171 7.8

▲ 2.1 2.3 ▲ 6.6 ▲ 4.1 ▲ 2.5 20,133 ▲ 0.2

▲ 7.6 ▲ 11.5 ▲ 2.9 0.8 ▲ 12.2 18,006 ▲ 10.6

▲ 8.4 12.6 ▲ 20.3 ▲ 6.5 ▲ 3.2 18,026 1.1

▲ 5.1 ▲ 2.7 ▲ 8.6 ▲ 14.6 ▲ 7.4 15,856 ▲ 12.0

35.5 38.2 31.7 28.9 23.6 1,318 32.6

4.4 13.6 ▲ 7.3 ▲ 1.1 2.2 1,434 3.2

▲ 3.8 0.7 ▲ 10.3 ▲ 6.9 ▲ 5.5 1,376 18.9

13.7 27.1 ▲ 3.6 11.3 11.2 1,522 26.8

28.6 47.5 4.9 32.1 28.1 1,517 12.0

22.8 29.4 12.9 20.7 16.0 1,871 5.6

41.2 55.6 20.7 27.9 25.8 1,331 3.6

42.9 61.0 17.7 33.4 31.8 1,139 15.9

48.3 66.8 18.6 40.1 33.6 1,380 7.1

18.3 20.0 15.2 19.2 18.7 1,262 ▲ 8.0

25.4 30.3 17.9 21.2 18.8 1,269 22.8

7.9 8.8 6.6 9.0 12.4 1,600 11.1

13.8 23.0 0.8 15.6 15.3 1,543 17.1

○ 資料出所：四国運輸局、（一社）日本自動車販売協会連合会

2,108

４月

1,344

1,894 1,229

５月

665

1,764 1,159 605

４年１０月 1,727 1,013 714

５年　１月 1,959 1,232 727

１１月 1,758 1,069 689

２月

９月 2,006 1,230 776

３月 2,890 1,824 1,066

１２月 1,682

愛　　媛　　県

普通車

  １１月

新車新規登録台数（乗用車）

前年比

（台）

前年比台数 前年比

２月

普通車・小型車別内訳

３月

４月

（台）

  ４年１０月

２年合計

３０年合計

小型車

  ５年　１月

５月

百貨店・スーパー

前年比前年比

(店舗数98)

売上高前年比

(店舗数260)

台数 前年比

コンビニ

愛 媛 県

(店舗数581)

売上高 前年比

家電大型専門店

前年比

愛 媛 県

(店舗数66)

ホームセンター

愛 媛 県

前年比売上高

ドラッグストア

(店舗数28)

愛　媛　県

新車届出台数（軽乗用車）

愛 媛 県

(店舗数268)

売上高 売上高 前年比

愛　　媛　　県 四　　国
全　国

売上高

３年合計

元年合計

４年合計

  １２月

６月

７月

　９月Ｒ

　８月

　１０月Ｐ

（台）

10,923

25,273

20,875

12,00713,266

11,844 7,958

11,24813,416

19,802

11,870

３年合計 12,171 8,704

３０年合計

４年合計

22,793２年合計

元年合計 24,664

634

１０月 1,966 1,246 720

８月 1,675 1,044 631

７月 2,071 1,345 726

６月 2,073 1,436 637

764

1,048
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３０年合計

元年合計

２年合計

３年合計

４年合計

  ４年１０月

  １１月

  １２月

 ５年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

　○ 資料出所：国土交通省

３０年度合計

元年度合計

２年度合計

３年度合計

４年度合計

４年１１月

１２月

５年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

　○ 資料出所：西日本建設業保証(株)

385 15.6 9.6 ▲ 0.8 13,451 32.7 23.2 3.6

210 1.0 12.1 4.0 10,726 12.6 21.8 11.8

462 2.7 4.6 3.7 15,440 6.5 5.1 9.9

▲ 10.5 ▲ 3.5

▲ 7.2 166

97

11.6

8.2

▲ 38.5 2

211 ▲ 31.5 23 - 82

64

▲ 40.6

全　　国

▲ 28.3165

0.7

6.8

16.0

76.4

四　　国

▲ 4.8

前年比

（％）

-

101 ▲ 5.6

59.5

5.9

1,271▲ 30.6

1.7

▲ 11.9 256 -

15 - 53

▲ 46.4

▲ 2.1 ▲ 0.4

▲ 3.3

2.0

▲ 1.8

▲ 50.0

275

- 110

愛　　　媛　　　県

前年比

2

20.2

175,957

（％）

1,000.0

38

129 ▲ 39.7 0 ▲ 100.0 66

50

▲ 0.3 2.3

1.1153,832

132254

45 ▲ 10.0

（％）

97

四　　国

141

486 ▲ 22.0 3.5 228 ▲ 3.4 156 ▲ 43.9 1

295 ▲ 17.4

521

488

410 76 ▲ 23.2 1

▲ 31.7

589 ▲ 24.3 ▲ 4.8

件　　　　　数 前年比

6.6 288 41.9

▲ 9.5

429

273 ▲ 13.9

▲ 9.4 283 ▲ 7.5

1.0

2,591

7,178 ▲ 6.7 ▲ 2.3

3,183

▲ 11.76,843 ▲ 15.2 0.4

（戸）

前年比

8,049

3,687 1.1 2,644

住　　　　　宅　　　　　着　　　　　工　　　　　状　　　　　況

持　　　　　家

新　設　住　宅　着　工　戸　数 新　設　住　宅　利　用　関　係　別　内　訳　（愛 媛 県）

貸　　　　　家

戸　　数

分　譲　住　宅

前年比前年比

（％） （％） （％）

戸　　数

（％） （戸）

給　与　住　宅

（％）

戸　　　数

（戸） （％） （戸）

全　　国

戸　　数

愛　　　媛　　　県

前年比

（戸）

前年比 前年比戸　　数

▲ 17.522.8

71.8

▲ 59.8

10.5 6

1,153

▲ 16.4

3,257 2,386

▲ 12.2 1,049

7,756 10.3 ▲ 3.6

798▲ 13.7 49

6733.3404

58.1

▲ 23.8

3,413▲ 9.9

47

3,888 5.5

454

▲ 3.2 234 ▲ 13.0

19.8

▲ 6.8 0.0 194 ▲ 23.0

▲ 21.4

▲ 21.1

公　　共　　工　　事　　請　　負　　件　　数

488 ▲ 20.7 2 ▲ 86.7

-

539

1

713 13.2 ▲ 6.3 229 ▲ 22.4 330 45.4 13 18.2

177

公　　共　　工　　事　　請　　負　　金　　額

公　　　　共　　　　工　　　　事　　　　動　　　　向　　（工 事 保 証 分）

全　　国

（百万円）

請　負　金　額

302

（％）

▲ 37.4

（件）

前年比

100.0 ▲ 62.4

34.513.6 ▲ 6.7 2.7 166 19.4 - 1172267

前年比

11

（％）

▲ 62.1

▲ 21.2

愛　　　媛　　　県

1.1

▲ 1.4

16.5

（％）

前年比

126 ▲ 32.6 1

▲ 70.7

630

5,819

▲ 2.5

5,805 3.0 184,910

5,197

▲ 0.2

8.1

0.5

▲ 8.6▲ 5.2 164,868 ▲ 6.34,837 ▲ 6.9 ▲ 8.1

4,861 ▲ 3.0 ▲ 3.2 176,849 7.3

246 ▲ 34.0 ▲ 14.1 0.3 17,334 ▲ 34.0 ▲ 5.0

▲ 5.8 ▲ 5.8 6,470 ▲ 38.5 ▲ 15.9

1.9

337 ▲ 5.1 ▲ 4.2 ▲ 4.8 8,346 12.2 14.1 ▲ 7.6

195 ▲ 12.2 4.3 ▲ 0.9 5,794 13.3 ▲ 8.0

275 ▲ 11.0

585

479 60.7

15.2 ▲ 2.2 ▲0.4 46.2

▲ 2.3

12.1 13,335 57.4 71.0 52.2

8,069 0.2 5.0 3,688 8.1 3,130 ▲ 1.7 117 ▲ 71.0 1,134 8.1

504 13.5 ▲ 0.3 229 ▲ 13.3

74.6

40.6

7.4 ▲ 1.7

▲ 40.5

227 ▲ 19.8

552

433 ▲ 6.3 ▲ 4.7 ▲ 2.3 12,986 ▲ 20.8 ▲ 6.7 6.8

5.5

45.4

15.0

▲ 8.4

28,962

38.8

360 6.8 14.0 0.7 10,997 31.8 20.6 9.9

673 5.5 ▲ 3.7 ▲ 3.7 23,087 11.2 ▲ 4.3 0.1

479 ▲ 8.9 ▲ 9.4 ▲ 4.3 16,298 ▲ 0.4 ▲ 17.3 ▲ 3.6
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３０年合計

元年合計

２年合計

３年合計

４年合計

　　 ４年１０月

　　  １１月

　　  １２月

５年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

　※この公表数値は、速報公表後の確報、確々報、確定の公表により修正される場合がある。

　○ 資料出所：輸出入状況…神戸税関

３０年平均

元年平均

２年平均

３年平均

４年平均

４年１０月

１１月

１２月

５年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月Ｒ

１０月Ｐ

　※ Ｐは速報値。　前年比は、原指数による比率。

　○ 資料出所：県企画統計課、四国経済産業局、経済産業省

▲ 10.9 12.8

99.5 5.0 204.7 85.7 84.4 95.1 89.7 ▲ 1.1 104.6 0.9

79.1 83.5 98.8 88.6 ▲ 1.8 103.1 ▲ 4.4

88.1

88.8 ▲ 5.1 148.1 65.4 86.1 85.2 85.9 ▲ 4.3 103.8 ▲ 2.3

78,684 ▲ 32.1 ▲ 5.4 ▲ 0.3 92,699 ▲ 6.6 ▲ 17.0 ▲ 13.6

50,436 ▲ 0.8 ▲ 18.7 ▲ 0.8 130,737 ▲ 20.1

▲ 2.2

▲ 4.8 151.2 85.6 92.6 0.2 103.2 4.285.1

140.8 88.9 89.5 87.9 92.5

86.5 ▲ 11.2 108.6 81.9 87.8 89.5 88.3 ▲ 5.9 105.7 0.0

▲ 27.5 4.3 124,906 ▲ 28.8 ▲ 27.5 ▲ 16.3

92.1

94.0 ▲ 2.8 139.3 87.0 88.1 105.7 93.4 ▲ 2.9 103.6 ▲ 4.4

104.5 ▲ 0.6

87.5 ▲ 12.2 149.3 64.5 90.3 90.5 103.8 ▲ 3.7 104.8 ▲ 0.8

106.9

90.4 ▲ 6.1 ▲ 4.6 105.5 ▲ 0.7

138.4

93.8 ▲ 4.4 162.2

64,478 14.4 ▲ 12.0 6.5 118,647 2.4 11.1 8.5

94.7 0.5 111.9 93.3 95.5 90.6 100.6 4.4 105.4 5.4

128,972

▲ 29.0 ▲ 17.6

▲ 12.9

99.9

94.2

119.9 99.8▲ 3.0 101.0 114.694.8 99.9

146.7 88.4 103.8

100.4

▲ 0.499.0

95.9

143.8 88.1 ▲ 8.3

111.6

85.4 95.4

▲ 0.5

93.6

90.3

▲ 0.195.7 1.1

▲ 5.7

154,194

136,765 0.2 0.2 7.4

42.5 12.7

65,742

（％）

105,723 ▲ 34.0 ▲ 36.9 ▲ 12.5

67.0

66,041 14.8 ▲ 7.7 1.5

9.628.8 53.6

85,625 58.8 52.3 20.0 155,300 72.5

▲ 20.0 ▲ 13.3 3.5 134,888 13.2

（％）

四　　国

62,048 ▲ 14.8

1.6

▲ 17.8 ▲ 18.5

69,888 25.4

96.8

全　業　種

25.3

汎用・生産用

機械

4.3

前 年 比

73,799

17.6

72,956

全　　国

化　　学 全　業　種

56.2

9.7

24.3

▲ 13.8

四　　国愛　　　媛　　　県 全　　国

前年比

（％）

▲ 16.1 ▲ 17.7

10.6 21.5

4.1

1,068,433

前年比

（％）

前年比 金　　　額 前年比

（％）

全　　国

（％）

前年比

愛　　　媛　　　県

前年比

（％）

四　　国

（百万円） （％） （百万円）

金　　　額

27.0 27.2

12.7

805,873

28.3 18.2 1,595,721 45.4

12.7 11.71,023,155

3.4 ▲ 5.6 ▲ 4.8

654,807 7.0

678,789

▲ 11.4

834,180 27.4

612,816

2.0 961,923

▲ 15.4

692,151

7.2

▲ 11.1

39.2

▲ 4.3▲ 6.2

前 年 比

輸　　　　出　　　　入　　　　状　　　　況

輸　　　　　　　　　　入輸　　　　　　　　　　出

17.1

30.3

23.2 2.6 125,955

食 料 品

愛　　　　　　媛　　　　　　県

51,100

70.0

20.8

繊　　維

▲ 2.6

9.9 9.0 ▲ 2.3

▲ 9.8

（％）

前 年 比

鉱　　工　　業　　生　　産　　指　　数　　（愛媛、四国：平成27年基準　全国：令和２年基準　季節調整済）

パルプ・紙

122.8

-

27.7 ▲ 0.3 11.5 156,066 41.2 40.2

0.9

100.0

105.3

101.796.4

95.6 ▲ 1.7

▲ 10.4

58,669

80.7 90.1 94.7 85.9

54,822 1.0 ▲ 19.9 0.6 144,947 24.7 ▲ 2.5

95.5

104.9 ▲ 2.2

105.5 ▲ 1.4

3.1

124.7 85.3 80.0 99.9

92.8 ▲ 0.7 74.0 91.4 93.3

103.4 ▲ 0.2

166.1 80.9

▲ 2.8100.8

105.5

91.1 94.1 101.295.8 1.6

87.9 ▲ 8.6

▲ 3.5

0.0 140.0 88.3 94.2 99.2

▲ 4.286.292.6 ▲ 6.3

▲ 6.5 143.8
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２９年度平均

３０年度平均

元年度平均

２年度平均

３年度平均

４年度平均

４年１１月

１２月

　５年　１月

　２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

　※ 新規学卒を除き、パートタイムを含む。　各公共職業安定所別の数値は実数値。　なお、前年差は、原数値により算出。

　○ 資料出所：愛媛労働局、厚生労働省

３０年平均

元年平均

２年平均

３年平均

４年平均

　　４年１０月

　　１１月

　　１２月

　　５年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

　※ 前年比は、令和２年を100とした指数を用いて算出しており、単純に一致しない。

　※令和５年1月に30人以上事業所の抽出替えが行われた。令和５年1月以降の数値は新指定事業所の調査結果。

　※全国の数値は確報値。

　○ 資料出所：県企画統計課、厚生労働省

1.33 1.41 ▲ 0.14 1.37 1.72 1.37 1.51 1.30 1.73 1.61 1.63 - -

10.8 ▲ 8.5 13.9 ▲ 6.7 466,236 0.9 52,641 1.9 248,191 0.6 279,172 1.5

1.8 247,452 3.7 284,998

12.9

10.4

1.36 1.32 ▲ 0.11 1.19 1.70 1.34 1.42 1.22 1.54 1.42 1.56 1.29 0.00

9.5 ▲ 2.0 12.7 ▲ 7.3 466,655 2.0 52,509 1.8 254,638 3.2 281,714 0.8

9.5 ▲ 16.6 12.6 ▲ 2.3 465,470 0.3 52,211

1.34 1.32 ▲ 0.10 1.35 1.67 1.36 1.42 1.22 1..49 1.26 1.43 1.29 0.00

10.4 ▲ 8.0 13.6 ▲ 6.2 456,390 ▲ 1.0 52,571 1.9 359,397 11.9 380,656 1.3

254,472 3.0 292,546

▲ 7.2

11.7 ▲ 22.2 452,613 0.5 51,813 1.2

▲ 12.6 15.1 4.7

2.9

14.0 ▲ 6.1 464,134 0.2 52,017 1.8 250,151 2.2

271,143 0.8▲ 0.0 51,636 1.8 244,918 4.914.2

13.0

4.5

14.9 0.3

0.3

1.4

▲ 1.7 567,916 4.1

452,111 1.9

493,303

288,0710.4 51,723 1.1 254,261

10.9 ▲ 2.7 13.6 ▲ 6.2 467,534 1.0 52,549 1.9 248,501 2.3 277,700 0.6

1.26 1.38 1.09 1.29 1.31 ▲ 0.01

9.9 ▲ 21.5

9.9 ▲ 25.6 14.3 ▲ 5.3 460,831 0.9 51,404 1.7

284,595 0.8

▲ 4.7 459,451

1.29

▲ 4.5 460,582 ▲ 0.6 51,704 1.6 245,234 3.6 276,984 0.8

10.8 461,885 1.7 51,668 1.1 246,797 4.4 275,195

1.51 1.65 1.29 1.27 1.24 1.43 1.30 1.54 1.16 0.06

1.3

11.8 ▲ 12.2 14.9

10.3 ▲ 24.8

1.38 1.30 ▲ 0.01 1.33 1.59 1.28 1.51 1.19

1.75 1.20 1.45 1.41 1.51 1.30

時　　間

445,356 ▲ 1.6

1.37 1.38 ▲ 0.11 1.19 1.71 1.39 1.43 1.29

1.2

1.41 1.45 0.06

1.56

449,830

1.28

14.2 2.2

▲ 6.4

452,785

1.54

月 間 所 定 外 労 働 時 間　（製造業）

▲ 0.02 1.34 1.56 1.17

1.55 0.15 1.57

12.7

（％）

1.49

1.39

14.3

前年比

1.46

1.37

1.61 0.13

（ｈ）

11.9

16.5 13.6 14.1

16.4

459,871

11.9

15.0 ▲ 8.6

14.4

▲ 20.7 ▲ 0.8

0.7 456,224

6.2

▲ 1.9

273,827

0.951,342

1.8

1.5

51,893 278,851 1.8

1.4

49,807

50,786

284,357 2.0

319,461

51,298

273,598

10.9

（円）

2.0 268,857

（千人）

労働者数

愛　　媛　　県

2.03

318,387

常　用　労　働　者　の　１　人　平　均

▲ 1.7

▲ 23.8

前年比

全　　　　国

（円）

月    間    現    金    給    与    総    額

（％）

前年比

常　用　労　働　者　の　１　人　平　均

労働者数

1.48

1.44 1.52 0.08 1.69 1.87 1.38

1.05 1.27

（人）（ｈ） （％）

1.47

1.40

1.42 1.40

1.74

1.64 1.31

1.48

1.62 0.08

▲0.07

1.44

1.611.70 1.57

1.43 1.54 1.65 1.55

1.59

1.36

0.13 1.52

1.59

1.54

1.66

1.47

0.15

0.08

▲ 0.451.24 1.34 1.40 1.10

1.48 0.151.481.72

前年差

愛　　　　媛　　　　県

倍　　　　　率

西　条

倍　率

有　　　　　　効　　　　　　求　　　　　　人　　　　　　倍　　　　　　率

倍　率

今　治 松　山

（原 数 値）

八幡浜

倍　率

大　洲

倍　率

宇和島 全　　　　　国

（季節調整値）
倍　率

（ポイント）
倍　率

（季節調整値）

前年差

四国中央 新居浜

（ポイント）

0.13

― 1.44

倍　　率
倍　率倍　率

▲0.03

1.85

1.72 1.99 1.53 1.67 1.55

1.77― 1.55

1.37

― 1.60

― 2.031.63 1.89

― 1.26 ▲ 0.34 1.37 1.71 1.18 1.21 1.19

― 1.31 0.06

3.3

愛　　媛　　県

1.4

322,612

323,553

325,817

▲ 1.21.0

2.0

1.7

▲ 0.3

1.1

時　　間

全　　　　国

前年比

常　　用　　労　　働　　者　　数

金　　額

1.51 1.64 1.70

1.28

愛　　媛　　県

1.45

1.931.44

1.32 0.11

1.65

1.53

1.67 2.09 1.51

1.73

1.55 1.63 1.30 0.01

1.52

前年比

（％）

1.63

2.07 1.35

前年比

1.35 0.19

1.37 1.32 0.07

0.13

1.25 1.33 1.22

1.48 1.51 1.76

1.33

金　　額

全　　　　国

（％） （％）

0.19

1.34

0.17

1.61 1.09

1.40 1.62

1.47 1.59 0.13 1.71 1.91 1.56 1.57 1.51 1.57 1.55 1.88 1.35

1.30

1.40 1.22 1.36 1.15 1.38 1.29

1.34▲ 0.06 1.36 ▲ 0.01

1.34 1.30 ▲ 0.08 1.39 ▲ 0.01

10.3 ▲ 13.5 13.4 ▲ 3.6 466,155 0.4 52,413 1.8 379,117 ▲ 6.7 461,811 2.3
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３０年合計

元年合計

２年合計

３年合計

４年合計

４年１１月

１２月

５年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

　※ 負債額１，０００万円以上の倒産。

　○ 資料出所：(株)東京商工リサーチ

３０年平均

元年平均

２年平均

３年平均

４年平均

４年１０月

　 　　１１月

　 　　１２月

５年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

　※ 令和3年8月(7月分）から指数の基準時が平成27年から令和2年に改定

　○ 資料出所：県企画統計課、総務省

102.9 0.0 3.2

106.7 0.9 3.9 106.7 0.9 3.7 107.1 0.9 3.3

105.1 0.1 3.3 105.0 0.3 3.3 105.7 0.5 3.3

3.4 105.3 0.3 3.3 105.9 0.3 3.2

103.0 0.4 2.3 104.4 0.4 3.2

2.5 105.1 0.6 3.5

105.1

3.7

▲ 0.1 3.3 104.1 0.2 4.0

102.9 0.2 3.3 103.1 0.2

102.7 0.2 3.1 102.9 0.5 3.2 103.7 0.6

7 538 77 760 108,377

100.8 - ▲ 1.0

105.8 0.3 3.2 105.7 0.4 3.3 106.2 0.3 3.0

102.7 ▲ 0.7 2.3 102.6 ▲ 0.8 2.2 104.0 ▲ 0.6

103.1 0.4 2.6

0.5

691,942 961

105.4 0.3

37 4,870 132 6,428 2,331,443 363

3 357 119 809 147,434 182

100.2 - ▲ 0.8 100.7 -

39 610 203,861

101.8

指　　　　数

3.3

103.0

101.1

0.5

3 390

-

143

7 884 126 807 94,871 118

1.0

-

102.1 101.8

0.0

- 2.5

-

▲ 0.3

102.3

-

-101.8 -

334

- 0.3

▲ 1.1

2 635 318 720

▲ 0.2

-

118

117

130 706 278,734 395

101.3

1.0101.6

-

0.8 101.3

7 18,488 2,641 793 308,010 388

前 月 比

（％）

前 年 比

（％）

1 117 581 115,589 199

115 570 56,524 99

110 55 577 96,580 167

6 405 68 758

0.4

前 月 比

（％）

全　　　　　　　　　　国

指　　　　数

79,172 131

四　　　　　　　　　　国

前 月 比

（％）

松　　　　　山　　　　　市

2

前 年 比

（％）

3

121 606

101.1

指　　　　数
前 年 比

（％）

6 727

消　　　　費　　　　者　　　　物　　　　価　　　　指　　　　数　

1801,485,469188 8,235

48

8,712

企　　　　　　業　　　　　　倒　　　　　　産　　　　　　状　　　　　　況

愛　　　　　　媛　　　　　　県

（百万円） Ｄ／Ｃ　（百万円）

１件当たりの金額 件　　数　　Ｃ １件当たりの金額

（百万円）

負 債 総 額　　Ｄ

全　　　　　　　　　　　　　国

負 債 総 額　　Ｂ件　　数　　Ａ

（件） Ｂ／Ａ　（百万円） （件）

40

198

8,266

170

218 7,773 1,220,046

1,423,788

157

8,3849,511

44

46 14,002 304 6,030 1,150,703 191

101.5 - 2.1 101.6 - 2.0

3.3 103.9 0.2 3.8

2292

103.5 0.6 3.7 103.4 0.4 3.3 104.7 0.5 4.3

8 254 32 770 150,947 196

104.5 0.8 3.5 104.0 0.5 2.9 105.1 0.1 3.2

103.7 0.6

162,137 214

3.1 103.5 0.5

3.5 104.7 0.7 3.5 105.2 0.1 3.3


